
第１回 越前市水道料金・下水道使用料等協議会 次第 

 

                                  日 時 ： 令和７年５月２８日（水） 

    午後２時３０分～４時      

                             場 所 ： 越前市役所３階 第３委員会室  

 

１ 委 嘱 状 交 付 

 

２ 市 長 挨 拶 

 

３ 委 員 紹 介 

 

４ 会 長 及 び 副 会 長 選 出 

 

５ 諮 問 

 

６ 越前市水道料金・下水道使用料等協議会設置について 

 

７ 議 事 

 

（１） 会議の公開について 

 

（２） 下水道事業の概要について 

 

（３） 下水道事業の経営状況 

 

 

８ そ の 他 

 

  今後のスケジュールについて 



令和７年５月２８日  

 

越前市水道料金・下水道使用料等協議会  

会長 奥村 充司 様 

 

越前市長 山田 賢一     

 

下水道使用料の適正水準について（諮問） 

 

 越前市水道料金・下水道使用料等協議会設置規程に基づき、下記事項について貴協議

会に諮問いたします。 

 

記 

1. 下水道使用料の適正水準について 

2. 改定した場合における算定期間及び具体的な下水道使用料 

3. 上記の実施時期 

 

諮問理由 

本市の下水道は、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善等を担い、快適な暮らしに

欠かすことのできない重要なインフラ施設として役割を果たしております。 

一方で、家久浄化センター等の老朽化した施設や一部の管路が更新の時期を迎えている

など、今後多額の建設費用が見込まれており、事業を取り巻く経営環境はますます厳し

さを増しています。そのような中、令和７年３月に「経営戦略」を改定し、現状分析及

び将来見通しの試算を行ったところでありますが、持続的かつ安定的な事業運営を行う

ためには、使用料体系の見直しを含めた経営基盤の強化が不可欠であることから、下水

道使用料の適正水準について、貴審議会の御意見を賜りたく諮問するものであります。 
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区　　分 氏　　名 出身団体等

1 奥村　充司
福井工業高等専門学校
環境都市工学科

2 横住　佳子 北陸税理士会武生支部

3 禿　寿
仁愛大学　人間学部
コミュニケーション学科

4 宇野　純子 武生商工会議所推薦

5 山下　勝弘 越前市商工会推薦

6 永田　和子 越前市自治連合会推薦

7 柴田　京子 林病院

8 下村　万里 （有）ほっとリハビリシステムズ
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資料

適正な下水道使用料の検討について

第1回 越前市水道料金・下水道使用料等協議会

越前市 上下水道課

1



2

越前市水道料金・下水道使用料等協議会について

越前市水道料金・下水道使用料等協議会とは ・ ・ ・

越前市附属機関設置条例に基づいて設置された附属機関の一つ

担任事務は、水道料金、下水道使用料等に関する調査審議

越前市水道料金・下水道使用料協議会設置規程

審議内容 ： 適正な下水道使用料の検討等に関すること

任 期 ： 委嘱を受けた日～令和9年3月31日

開催予定 : 令和7年度に4回程度開催する予定

今回は下水道使用料
のみ審議を行う。

水道料金は令和３年
に見直している。



（２） 下水道事業の概要について

（３） 下水道事業の経営状況について

議 題
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（１） 会議の公開について



（１） 会議の公開について
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会議の公開について

越前市附属機関等の会議の公開に関する指針第３条

附属機関等の会議は、原則として公開する。

同第２項

会議を公開することにより、当該会議の公正または
円滑な運営に支障が生ずると認められる場合は、会
議を公開しないことができるとあり、第４条で「非公
開の決定は附属機関の長が当該会議に諮って行う。

同第６条

附属機関の長等は、傍聴に認めるものの定員を会
議に諮って定めることができる

事務局（案）

・本日の会議は公開する。

・ 次回以降の会議については、
円滑な運営に支障が生ずるた
め、２，３回目を非公開とする。

・4回目以降の会議については
公開とする。

・傍聴者の定員は５名



（２） 下水道事業の概要について
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下水道の役割 ハエ、蚊などの
害虫や感染症の

発生や悪臭を防ぐ。

汚水をすみやか
に生活区域から

排除します。

浸水から
街を守る

雨水管は雨を排除し、街を
浸水から守ります。

きれいな
水辺をつくる

汚水を処理して川に流すため、川がきれ
いになり、海の環境も良くなります。

トイレの水洗化と
生活排水の処理 街をきれいにする
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下水道の種類

●集合処理方式

●個別処理方式

・公共下水道
・特定環境保全公共下水道
・農業集落排水施設
・林業集落排水施設

・戸別公共浄化槽

・個人設置型合併浄化槽

越前市の下水道事業
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下水道の種類
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下水道の種類
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下水道の普及について
水循環センター

今立浄化センター

塚地区農業集落
排水処理施設

北地区農業集落
排水処理施設

大塩・国兼地区
農業集落排水処理施設 平吹地区農業集落

排水処理施設

家久浄化センター

中山地区農業集落
排水処理施設

白崎地区農業集落
排水処理施設

集合処理

個別処理

水洗化率汚水処理
人口普及率

汚水処理
人口

整備率管路延長事業開始処理場R６．４．１現在
（R5年度決算値）

９０．３%8１．８%65,６０３人88.７%約５０２㎞昭和55年3か所公共＋特環下水道

91．0%4.1%3,317人100.0%約44㎞昭和62年7か所農林業集落排水

90.4%1.2%９９２人100.0%－平成15年415基戸別公共浄化槽

7.８%6,233人個人設置型合併浄化槽

95.０%76,１４５人約546㎞

安養寺地区農業集落
排水処理施設



（３） 下水道事業の経営状況について
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越前市下水道事業経営戦略について

市の総合計画「政策２５ 暮らしを支える上下水道」に政策の目的とされている
将来にわたって持続可能な下水道事業を実現するため、今後の人口減少によ
る使用料収入の減少や、設備の計画的な更新、施設の適正な維持管理を計画

に組み込み、経営基盤を強化するため、令和7年3月に改定を行った。
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越前市下水道事業の経営状況について

1年間で汚水を処理するのに必要な費用と収益 複数年使用する施設の整備するのに
必要な費用と財源

維持管理費

利 息

長期前受金

減価償却費

下 水 道
使 用 料

負 担 金

市からの
補助金等

国庫補助金

借入金

負 担 金

借入金の
返 還

下水施設
建設費

収 入 支 出 収 入 支 出

内部留保資金

補填財源

14

市からの
補助金等

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

収入と支出の
差が純利益

1年分に
換算

1年分に
換算
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行政区域内人口の予測

実績 トレンド予測 社人研 人口ビジョン推計値

複数の人口予測の指標からも大きく人口減少することが予想されている。

※図中の数値は、上段：トレンド予測、中段：社人研（H30.3月）、下段：人口ビジョン推計値(R2.3月)

79,615人
73,577人
78,842人 75,787人

69,359人
75,890人

(目標年次)
70,327人
65,075人
72,669人

63,731人
60,663人
69,161人

57,188人
56,254人
65,635人

R7

R12

R17
R22

R27

越前市の人口の見通し

下 水 道
使 用 料

令和7年4月1日時点

行政区域内人口
80,264人

収益収入
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越前市人口等の見通し

 人口減少に伴い、処理区域内人口及び水洗化済人口ともに減少を見込む。単身世帯の増により世
帯数は増加する見込み。汚水処理人口普及率及び水洗化率は増加する見込み。

下 水 道
使 用 料

収益的収入

95.0

89.6

91.9

96.0

実績値

54,559

72,232

69,343

80,173

76,145

62,512

推 計 値

（人）

31,842

速報値

35,150

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

行政区域内人口 82,754 82,363 82,395 81,799 80,337 80,173 80,264 79,045 78,481 77,917 77,353 76,789 76,225 75,661 75,097 74,533 73,969 73,000 72,232

世帯数 30,592 30,829 30,510 31,667 31,295 31,842 32,562 32,596 32,907 33,227 33,559 33,903 34,106 34,314 34,528 34,748 34,974 35,013 35,150

現在処理区域内人口 77,009 77,036 77,487 77,474 76,252 76,145 76,356 74,815 74,334 73,852 73,370 72,887 72,403 71,918 71,432 70,949 70,465 69,976 69,343

水洗化済人口 57,536 59,107 60,424 61,328 61,964 62,512 63,298 62,114 61,626 61,141 60,659 60,181 59,705 59,065 58,424 57,789 57,160 55,843 54,559

汚水処理人口普及率 93.1% 93.5% 94.0% 94.7% 94.9% 95.0% 95.1% 95.1% 95.3% 95.3% 95.3% 95.5% 95.5% 95.5% 95.6% 95.7% 95.8% 95.9% 96.0%

水洗化率 85.1% 86.5% 87.4% 87.9% 88.6% 89.4% 89.6% 89.8% 90.0% 90.2% 90.4% 90.6% 90.8% 91.0% 91.1% 91.3% 91.5% 91.7% 91.9%

※R6は速報値
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使用料収入の見通し

 処理区域内人口及び現在水洗便所設置済人口の減少に伴い、一般家庭の使用料は減少の見込み。
しかし、新幹線駅周辺の開発などを見込むと令和１８年度まで横ばいとなる見込み。

下 水 道
使 用 料

収益的収入

一般家庭の使用料は
減少の見込み

（億円）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

使用料収入(税抜き) 7.8 7.9 8.0 7.8 8.0 7.5 7.5 7.6 7.7 7.8 7.8 7.9 7.9 8.0 8.0 8.1 8.1

（億円）

使用料の算定期間
※実際の算定期間は協議会にて検討

実績値 推 計 値速報値

※R6は速報値。コロナ禍明けの企業業績の回復などによる水量の回復や外国人市民の増によりR5を上回ったが、今後は総人口の減少に伴い減少の見込み。

新幹線駅周辺の
開発などによる水
量の増を見込ん
でいるが、不確定



経費の見通しについて

維持管理費

収益的支出

あらゆる経費については毎年の物価変動の影響が想定されるため、
適切な将来の推計を作成するには物価変動も加味した数値での計画
の作成が求められる。

維持管理費
改築更新費用

消費者物価指数

2020年（令和2年）を100とした場合、

⇒2024年2月現在１０６．９ポイント
（4年で6.9ポイント増）

⇒2025年3月では１１１．１ポイント
（5年で１１．１ポイント増）

電気代等動力費

排水処理施設の電気代の推移
令和4年度に対し、

令和6年度は3割上昇
※政府軽減策を含んでいる

国交省 建設工事費デフレーター
・2020年（令和2年）4月 １０８．８
2025年（令和7年）2月 １２９．０

⇒5年で20ポイント増

工事設計単価
＜公共工事労務単価（設計業務）＞

物価上昇の参考資料

経営戦略上では毎年３％の物価上昇率を見込む
（R１２年度からは１％）

伸び率R7.4R3.4

２６．９％88,60069,800主任技術者

１６．６％66,90057,400主任技師

１６．４％59,60051,200技師Ａ

１６．３％47,20040,600技師Ｂ

２２．９％40,30032,800 技師C

２０．２%60,520  50,360 
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経費の見通し（人件費、燃料費、通信費、修繕費、委託料等）

 人件費や労務単価の増加に伴い、経費はR5年度に対してR18年度には16.4％の増を見込む。経
営戦略上は年１％の増加を見込んでいる。委託料の契約更新時には大幅な経費増が見込まれる。

（億円）

維持管理費

収益的支出

実績値 推 計 値

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

経費 4.9 5.1 5.3 5.5 5.8 5.9 5.8 6.2 6.3 6.4 6.2 6.2 6.4 6.2 6.2 6.4 6.4

（億円）

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

使用料の算定期間
※実際の算定期間は協議会にて検討

※年度によってばらつきがあるのは、数年に一度の事業（計画等）を策定する年度によって委託料の増減があるため
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下水道管の状況

法定耐用年数50年を
経過している管路
約5.6㎞（約1.0％）

管路延長 汚水管 約484㎞ 雨水管 約 18㎞ 農林集管 約 44㎞ 合計 約546㎞

更 新

法定点検に基づいて行う。

法令路線＋リスク評価の高
い路線の点検を行っている

点 検

下水道施設
建設費

資本的支出



今後の下水道事業の投資計画について
経営戦略の改定
のポイント

R18R17R16R15R14R13R12R11R10R9R8R7R6R5

下水道管渠

処理施設建設

雨水対策

農林業集落
排水設備

その他(計画他）

新規整備・舗装復旧・ストックマネジメント計画に基づく老朽化した管路の改築更新

ストックマネジメント計画に基づく、老朽化更新

水循環センター増設

内水ハザードマップ
雨水整備

最適整備構想に基づく、老朽化更新

監視装置更新 公共下水道への統合

耐震診断・補強工事

修 繕

不明水調査

基本構想・全体計画

事業計画 事業計画

管路調査点検

事業計画

管路調査点検

ストマネ計画 ストマネ計画 ストマネ計画

台帳電子化

ウォーターPPP

汚泥処理共同化事業

雨水総合計画

基本構想・全体計画

使用料検討経営戦略 使用料検討経営戦略 使用料検討経営戦略

管路調査点検
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資本的支出

下水道施設
建設費
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下水道事業の課題

水洗化率は年々増加していますが、人口の減少や節水機器等の普及に伴って家庭用の
下水道使用料収入は減少傾向にあり、人件費や物価上昇により維持管理に係る費用の負
担が大きくなっているため、適切な下水道使用料の検討が必要です。

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

公共下水道の施設整備は令和5年度に概ね整備を完了しました。全国で起こっている
地震や道路陥没事故などを受け、今後は下水道管や処理施設の計画的な老朽化対策や耐
震化が必要です。

７施設ある農林業集落排水施設においても老朽化が進行していますが、効率的な汚水
処理事業を実現するために、施設の計画的な更新や公共下水道への統合などを検討する
必要があります。
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当協議会にて審議すること

（1）使用料対象経費の予測と使用料適正水準の検討

本市の下水道事業は使用料で回収すべき経費を使用料収入で賄えていない状況です。今
後は、人口減少や物価高騰などの影響や施設等の老朽化に伴う更新需要の増大が見込ま
れることから、経営環境は一層厳しさを増していくものと考えられます。

サービスを持続的及び安定的に提供していくとともに、市民全体の公平な受益の観点を
考慮し、地方公営企業の原則である独立採算を確実に達成し、繰入金に依存しない財政運
営を行っていくために適正な使用料収入をもって自立的な経営を目指す必要があるため、
使用料としてどの程度の水準が適正であるか検討します。

（2）使用料水準の見直しとその影響について

使用料水準については、本来であれば汚水処理に係る経費を使用料収入で賄うことが望
ましい姿ですが、協議会では汚水処理原価となる各数値を適切に捉え、市民生活への影響
を最大限に考慮し、今後の事業経営に必要となる使用料水準を検討します。
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今後のスケジュール

時期

項目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

現状分析

課題整理

使用料算定の考え方

見直しの方向性

新料金体系及び
複数シミュレーションの
検討

改定案、答申案

答申

議会上程

市民への周知

令和7年 令和8年

１

２

３

４

５

7月9日水曜日
午後1時半～


